
 

 

 

導入促進基本計画 

 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

 

本市の人口は、近年、横ばいの状況であり、令和３年１０月現在の人口は５９，４

４６人となっている。 

人口構成としては、年少人口（０～１４歳）、生産年齢人口（１５～６４歳）はとも

に減少傾向で、老齢人口（６５歳以上）は増加しており、人口における６５歳以上

の人口の割合については加速的に増加している状況であり、少子高齢化の進展が顕

著である。 

人口の推移             単位：人 

 平成 23年 平成 25年 平成 27年 平成 29年 令和元年 令和 3年 

人口 59,445 59,661 59,431 59,518 59,370 59,446 

 各年 10月 1日 資料：栃木県毎月人口推計月報 

                   

人口構成の推移          単位：人、％ 

 平成 17年 平成 22年 平成 27年 令和 2年 

年少人口（0～14歳） 9,426 8,825 8,206 7,009 

生産年齢人口（15歳～64歳） 39,869 39,174 37,656 34,829 

老齢人口（65歳以上） 9,790 11,300 13,329 14,912 

人口における 

65歳以上の人口の割合 
16.57  19.06  22.52  26.28 

資料：国勢調査 
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本市の産業別就業者数は第１次産業、第２次産業ともに就業者は減少傾向となって

おり、第３次産業の就業者数は増加している。また、産業別事業所数は卸売・小売業

が最も多く、次いで建設業、飲食店・宿泊業、製造業の順となっている。従業員数で

は医療・福祉分野が最も多く、次いで製造業、卸売・小売業の順となっている。 

工業分野においては、生産活動を行う事業所数はほぼ横ばいで推移しているが、従

業者数は減少傾向となっている。 

 

産業別就業者数の推移           単位：人 

 平成 17年 平成 22年 平成 27年 令和２年 

第１次産業 2,553 1,881 2,015 1,850 

第２次産業 8,340 7,803 8,165 7,609 

第３次産業 18,526 18,390 19,471 19,792 

資料：国勢調査 

 

 

産業大分類別に見た事業所数と従業者数(平成 28年)      単位：人 

 建

設

業 

製

造

業 

情

報

通

信

業 
運

輸

業 

卸
売
金
・
小
売
業 

金

融

・

保

険

業 

不

動

産

業 

飲
食
店
・
宿
泊
業 

医

療

・

福

祉 

教
育
・
学
習
支
援
業 

そ

の

他 

サ

ー

ビ

ス

業 

事業

所数 
250 184 8 77 507 27 164 213 164 101 108 

従業

者数 
1,474 4,033 26 1,768 3,776 250 365 1,521 5,080 1,326 1,283 

   資料：地域経済分析システム（RESAS（リーサス）） 

 

 

 

生産活動を行う事業所数と従業員数の推移     単位：件、人 

 平成 19年 平成21年 平成 23年 平成 25年 平成 26年 平成27年 

事業所数 108 102 104 113 107 112 

従業員数 4,576 4,224 4,271 4,490 4,037 3,841 

資料：工業統計、経済センサス活動調査 

（従業者 4人以上の事業所） 

 



 

 

 
 

本市の中小企業・小規模企業は、地域との密接な関係を築きながら事業を展開し、

地域経済を支え、雇用を創り出してきたが、少子高齢化や人口減少の進展、経済のグ

ローバル化等に伴う急激な環境の変化により、非常に厳しい経営環境に置かれている。 

このような状況において、中小企業・小規模企業の振興を図り、本市経済の活性化

と持続的発展を実現するため、平成３０年３月に市中小企業・小規模企業の振興に関

する条例を制定した。本市の施策の基本方針として、経営の革新及び経営基盤の強化

促進、資金調達の円滑化、創業及び事業承継の促進、人材育成及び確保の４項目を掲

げ施策を推進することとした。 

 現在本市で取り組んでいる具体的な事業として、資金調達を支援する中小企業融資

制度や信用保証料補助事業、新たな事業所立地や拡張等を支援する工場誘致奨励金、

店舗の機能維持向上や空き店舗の改装及び利用等を支援するまちなか商店リフォー

ム補助金や空き店舗活用奨励金、雇用機会の増大と雇用の安定を図る雇用奨励金等を

実施し、市内中小企業者への多面的な支援を行い中小企業の振興を図っている。 

 全国的に中小企業の業況はなお苦しいと言われており、労働生産性は伸び悩み、大

企業との差も拡大傾向になっている。また、中小企業が所有している設備は特に老朽

化が進んでおり、生産性向上に向けて課題となっている。今後、少子高齢化や人手不

足等の厳しい事業環境に対応するため、より生産性の高い設備の導入を促進する等、

労働生産性の向上を図る取組を推進する必要がある。 

 

（２）目標 

 

本計画を策定することにより、計画期間において先端設備等導入計画を１０件程度

認定し、市内中小企業者における先端設備等の導入を推進することにより、労働生産

性の向上を図ることを目標とする。 

 

（３）労働生産性に関する目標 
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先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に関す

る基本方針に定めるものをいう。）が年平均３％以上向上することを目標とする。 

 

２ 先端設備等の種類 

 

多様な産業の多様な設備投資を支援する観点から、本計画において対象とする設備

は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第１項で規定する先端設備等全てとする。 

 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

 

 広く事業者の生産性向上を実現する観点から、本計画の対象区域は、本市内全域と

する。 

 

（２）対象業種・事業 

 

 本計画の対象業種は、全業種とする。本計画において労働生産性が年平均３％以上

に資すると見込まれる事業であれば幅広い事業を対象とする。 

   

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

 

国が同意した日から２年間とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

 

 ３年間、４年間または５年間とする。 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

 

先端設備等導入計画の認定にあたり、人員削減を目的とした取組が含まれる場合は

認定の対象としない等、雇用の安定に配慮する。 

公序良俗に反する取組や反社会的勢力との関係が認められる場合は先端設備等導

入計画の認定の対象としない等、健全な地域経済の発展に配慮する。 

また、市税を滞納している場合は先端設備等導入計画の認定の対象としない。 

なお、先端設備等導入計画を認定した者の進捗状況についての調査を実施する場合

がある。 


